第２章　災害対策本部等の設置等

第１　災害対策本部等の設置

　　市長は、東南海・南海地震又は当該地震と判定される規模の地震（以下「地震」という。）が発生した場合、災害対策基本法に基づき、直ちに泉南市災害対策本部及び必要に応じて現地災害対策本部（以下「災害対策本部等」という。）を設置し、的確かつ円滑にこれを運営するものとする。
　なお、災害対策本部等の設置については、地震対策編　第３章　第１節　第２　「災害対策本部体制計画」(P134)に定めるところによる。              
第２　災害対策本部等の組織及び運営

　　　　　災害対策本部等の組織及び運営は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２３３号）、泉南市災害対策本部設置条例（昭和４３年条例８号）に定めるところによる。
また、地震対策編　第３章　第１節　第２　「災害対策本部体制計画」(P134)に定めるところによる。
(参考)
　　　　なお、本部長に事故等のあるときの指揮順位は次のとおりとする。
	順　　位
	代　　理　　者

	１
	助　役

	２
	教　育　長

	３
	理　事

	４
	以下、災害対策本部事務分掌の表の定める順により、部長等が代行する。


第３　災害応急対策要員の参集       
　　　１　災害応急対策要員の参集・配備は、地震対策編　第３章　第１節　第３　「災害対策本部の配備計画」(P142)の定めるところによる。
　　　２　職員は、「泉南市職員災害初動マニュアル」等にもとづき、地震発生後の情報等の収集に積極的に努め、参集に備えるとともに、発災の程度を勘案し、動員命令を待つことなく、自己の判断により定められた場所に参集するよう努めるものとする。
    ３　夜間、休日等勤務時間外の参集においては、地震対策編　第３章　第１節　第３　「4勤務時間外の職員参集」(P143)の定めるところによるが、通常の交通機関の利用ができない事情等の発生の可能性を勘案し、職員の配備体制及び参集場所等を定めた参集計画の検討を行うものとする。
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